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①現状
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水道事業の現状

上水道事業※1 簡易水道事業※2

1,299 2,376

出典：令和4年度水道統計
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出典：令和4年度水道統計、令和4年度簡易水道統計 ※嘱託職員を除く
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給水人口別の水道事業数と平均職員数（令和４年度）

※１ 上水道事業：給水人口が５，０００人超の水道事業

※２ 簡易水道事業：給水人口が５、０００人以下の水道事業

〇耐震化率は、浄水施設で約43％、送水管で約47％、
重要施設に接続する水道管路で約39％(令和5年度末）

〇管路経年化率※は23.6％まで上昇（令和４年度）
※管路経年化率＝法定耐用年数を超えた管路延長／管路総延長×100

○水道事業は、原則として市町村が経営。水道事業者の規模は、大小様々。
○水道事業は、人口減少に伴う料金収入減、職員の減少、耐震化の遅れ・水道施設の老朽化など、
様々な課題に直面。
○水道は国民生活に不可欠なインフラであり、持続可能で強靭な水道システムを構築していく必要。
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水道分野のスマートメーターとは

○スマートメーターとは

✓スマートメーターは、通信機能を備えており、各住居を訪問せずに検針データを把握可能。
✓人口減少社会において労働力の確保が課題とされる中、スマートメーターは、水道料金の検針業
務の効率化、漏水箇所の早期発見、施設規模の最適化、データの見える化等、水道事業の管理
にとって様々な効果が期待。

スマート水道メーター

検針
データ

スマートメーター
システム

○スマートメーターによる検針

水道事業体

スマートメーターによる検針

一般的なスマートメーター

電子式水道メーター 無線通信機

導
入

水道メーター

検針員による検針

検針員

目視確認 遠隔通信

電子式水道メーター(羽根車・電磁）

電子式水道メーター 隔測表示機

○水道メーターの計測方式

（参考）一体型スマートメーター

計測部と通信
部が完全に一体
化されており、通
信機との接続不
要

無線通信
機と接続
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出典：規制改革推進会議第一回スタートアップ・

イノベーション促進WG(R7.2.7) 日本水道協会資料



水道分野のスマートメーターの普及状況

東京都

静岡県

湖西市、御殿場市、焼津市

長野県

白馬市、東御市、立科町
木島平村、松川町、安雲野町
佐久水道企業団

石川県

輪島市、能美市

愛知県

豊橋市、刈谷市、安城市
常滑市、田原市

大阪府

大阪市

北海道

紋別市、留萌市、音更市
余市町、伊達市、本別町
安平町

香川県

香川県広域水道企業団

宮城県

名取市、塩籠市、大和町
蔵王町

佐賀県

唐津市

沖縄県

宮古島市、本部町
愛媛県

今治市、愛南町、砥部町

兵庫県

姫路市、赤穂市
川西市 茨城県

常陸大宮市、神栖市

広島県

広島県水道広域連合企業団

群馬県

甘楽町

和歌山県

白浜町、湯浅町

栃木県

壬生町

岡山県

新見市、里庄町

福岡県

北九州市
春日那珂川水道企業団

青森県

鶴田市秋田県

小坂市

山梨県

富士河口湖町

福井県

あらわ市

埼玉県

日高市

長崎県

諫早市、雲仙市

三重県

四日市市
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✓ スマートメーターを導入している水道事業者は、59事業者（約1.6％）、約3.3万台（普及率※0.06％）
にとどまる〈令和４年度末現在〉。
※普及率＝導入戸数／全国の給水世帯数×100

出典：国土交通省調査



スマートメーターの全戸導入を目指す水道事業者

✓先進的な水道事業者において、スマートメーターを全戸に導入する計画を策定。

●大阪市
2030年代の全戸導入を目指す

●横浜市
令和７年より共同検針を試行（導入時期未定）

●東京都
2030年代までに約780万件全戸への導入予定

●湖西市
2027年度までに市内全域に導入を図る

5出典：市長定例記者会見（令和6年12月20日）資料出典：大阪市水道スマートメーター導入拡大ビジョン（令和３年３月）

出典：水道スマートメータ先行実装プロジェクト推進プラン（令和４年６月） 出典：国土交通省HP（上下水道DX推進事業令和５年度採択資料）



②国土交通省の取組

新
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上下水道DX推進事業

✓新技術による効率化や付加価値の高い上下水道サービスの実現を図る施設整備を補助。
✓スマートメーターについては漏水の早期発見といった業務の効率化や見守りサービスを対象。

➢ 上下水道DX推進事業（上下水道一体効率化・基盤強化推進事業費の１メニュー）
➢ 対象事業： IoT技術などの新技術（以下「新技術」という。）を用いた業務の効率化や付加価値の高い上下水道サー

ビスの実現を図る施設整備を行う事業
➢ 補助対象範囲：新技術を活用した業務の効率化や付加価値の高い上下水道サービスの実現を図る事業で新技術を

活用した上下水道の設備と、あわせて整備する施設の整備に要する経費
➢  補助率：① 水道、下水道のいずれにも活用する新技術を導入する場合 １／２、 ② 水道 １／３

事業概要

水道事業者
・流量や水位、漏水事故な
どリアルタイムに状況を把握
・水道メーターの自動検針

○事業採用（例）
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上下水道DX推進事業（東京都水道局）

✓サービスの向上や将来を見据えた業務の効率化、最適化等を目的としたプロジェクトを実施中。
✓プロジェクトは、令和4年度から6年度までに約13万個のスマートメータを先行的に導入し、効果を検証。
✓検証結果を踏まえ、2030年代までの東京都水道局が給水する全戸への導入に繋げる。

8
出典：国土交通省HP（上下水道DX推進事業令和３年度採択資料）



上下水道DX推進事業（湖西市）

✓水需要の減少や多様化する市民のライフスタイルを踏まえ、需要特性に合わせた料金体系の検討。
✓検針データを活用した時間帯別料金体系の構築を目指し、2027年度までに市内全域に導入を図る。
✓検針業務の効率化の他、用途別・口径別等の需要特性の把握を行い、インセンティブ効果による配水
量のピークシフトや、それによる設備更新のダウンサイジング、動力費削減等が期待。

9
出典：国土交通省HP（上下水道DX推進事業令和５年度採択資料）



上下水道DX事業（豊橋市）

✓電力・ガスの事業者と連携し、水道・電気・ガスの共同検針を導入することにより、検針業務を効率化。
✓取得データは、使用者への使用水量や水道料金等の見える化サービス提供や漏水発見で活用。
✓自動検針により検針員による現地確認が不要となり、業務が効率化。

10
出典：国土交通省HP（上下水道DX推進事業令和元年度採択資料）



上下水道DX推進事業（輪島市）

✓輪島市上下水道局では、平成30年１月、寒波により給水管が凍結し大規模断水が発生。
✓空き家確認に時間を要したため、一部地区へスマートメーター導入（共同検針）。
✓検針業務や、異常水量発生時の対応時間が短縮、検針の人為的ミスを解消。
✓令和５年１月の寒波における大規模漏水時に漏水箇所を特定及び止水等の対応。

11
出典：国土交通省HP（上下水道DX推進事業令和２年度採択資料）



上下水道DX推進会議

✓ 国土交通省においては、上下水道サービスの持続性確保に向けた上下水道DXの推進方策を検
討するため、上下水道DX推進検討会（委員長：山村寛中央大学理工学部教授）を開催している。
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１． 設置趣旨

国民の安心・安全な生活や社会経済活動の基盤である上下水道の事業環境は、施設の老朽化の
進行や、現場の担い手の減少、人口減少や節水型社会の進展に伴う収入の減少など、今後ますま
す厳しさを増すことが確実である。このような中、将来にわたり上下水道サービスを提供し続けるた
めには、データ・情報・知識等の資源をデジタル技術により活用し、業務や働き方を変革する上下水
道DXの推進が必要である。

デジタル技術の活用により、メンテナンス効率の向上や広域連携の加速、大規模災害発生時にお
ける上下水道の早期機能回復などの事業の基盤強化に加え、異業種との連携による新たな価値の
創出等も期待されるが、このような上下水道DXに向けた取組が広く全国の地方公共団体で実施さ
れているとはいえない。
こうしたことを踏まえ、上下水道 DX の推進に係る具体的方策の検討を行うため、学識者、地方公
共団体、関係団体が参画する「上下水道 DX 推進検討会」を設置する。

２．検討事項
①業務の共通化 （優れた業務の分析・共通化・横展開）
②情報整備・管理の標準化（情報整備・管理のあり方）
③DX 技術実装 （DX 技術カタログの策定、自治体と企業の連携促進）
④現状可視化 （経営状況等のみえる化、政策ダッシュボードとの連携）



上下水道DXカタログについて

✓上下水道施設の老朽化や管理に精通した熟練職員の減少などが急速に進む中、将来にわたり上下水
道サービスを提供し続けるためには、デジタル技術を活用し、メンテナンスを高度化・効率化が重要。

✓上下水道DX技術のカタログを策定・公表し、全国の水道事業者及び下水道管理者のデジタル技術導
入を後押し。

〇DXカタログの掲載イメージ
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第２回 上下水道政策の基本的なあり方検討会

✓強靱で持続的な上下水道を実現するためには、共通点や相違点を踏まえ、水道・下水道の連携に加え
上下水道以外の分野との連携を図りつつ、様々な社会的要請に適切に対応し、進化していく必要。

✓今後の上下水道政策の基本的なあり方について検討を行うことを目的とし「上下水道政策の基本的な
あり方検討会」（委員長：滝沢智東京大学大学院工学系研究科教授）を設置。
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③今後の課題

新
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課題①（導入コスト）

16出典：規制改革推進会議第一回スタートアップ・イノベーション促進WG(R7.2.7) 日本水道協会資料



課題②（新たな価値の創出）

✓スマートメーターにより得られる情報により新たな価値を創出すべく、各地で実証事業が
実施されている。この経験を整理して水道事業者に提示することは有意義。

17※出典：(公財)水道技術研究センター第三期A-Smartﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ成果報告書より

利活用方法 期待される効果

検針の自動化 検針業務の効率化、検針員不足の緩和、使用量通知の電子化促
進、料金調定・減免処理コストの削減

管網維持管理の高度化 詳細な配水量分析、管路口径の適正化、配水管網内の漏水検知、
最適な配水制御

宅内漏水の検知 宅内漏水の早期発見、メーター側での漏水判定、漏水判定を含む
メーター管理システム の諸機能

データの見える化 毎日使用量や料金の把握、利用者意識の変化、請求金額の低減

時間帯別水道料金の提供 生活様式に応じた料金形態、夜間電力による動力費削減

電気・ガス分野との連携 利用者等への付加価値向上、世帯人数や年齢構成の推測

高齢者の見守り 高齢者等の安否確認、高齢者等の健康管理

災害対策への活用 漏水・断水状況の推測、災害時及び防災計画への活用

空き家情報の把握 空き家の無断使用検知、地域の防犯対策



課題③（ネットワーク接続方式等の整理）

NW接続
方式

①スター型 ②ツリー型 ③メッシュ型 ④共同検針
⑤ドライブバイ
  ウｫークバイ

概要図

NW接続
方式概要

基地局とその
配下にある複
数の通信端
末との間で無
線にて直接
データを伝送
する方式。

スター型の応
用で、１本の根
から枝分かれ
するように接続
する方式。

ツリー型ネット
ワークにおい
て、通信経路
を他の通信端
末等に変更が
可能な方式。

電力・ガスと
いった他イン
フラの通信
ネットワーク
等を活用する
方式。

ﾒｰﾀｰ部と無線
で通信可能な
機能を備えた
端末を利用し、
現場指針値等
を読み取る
方式。

携帯基地局、集約装置
電力スマートメータ等

マルチホップ

LTE

✓スマートメーターのネットワーク（NW）接続方式は、各水道事業者が様々な方式で試行中。
✓今後、導入を加速するため、地域性を踏まえた接続方式やフロー等を整理する必要性。

18
※出典：(公財)水道技術研究センター第三期A-Smartﾎﾟﾛｼﾞｪｸﾄ成果報告書より国土交通省が作成



課題④計量法上の水道メーターの有効期間の見直し

19
出典：規制改革推進会議第一回スタートアップ・イノベーション促進WG(R7.2.7) 経済産業省資料



④論点

20



検討項目 観点

①水道メーターの将来像はどのように
 あるべきか

・時期、方向性など

②スマートメーターを普及するために
 は、どのような取組が必要か

・既存メーターとの価格差
・様々な実証事業が進められてい
る中で、通信方式、効果、コスト
等の詳細な分析、展開

③スマートメーターにより得られるデー
 タの利活用を、どのように進めるべ
 きか

・水道情報の利活用
・他分野との連携
・個人情報の扱い

④スマートメーターが安定的に供給さ
 れるためにどのような取組が必要か

・製造体制の確保

議論いただきたい論点について
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今後のスケジュール

22

〇令和７年３月10日

〇令和７年４月～

〇令和７年夏頃～

〇令和７年秋頃

〇令和７年度内

検討会（今回）

水道のスマートメーター実証事業の
調査・詳細分析

水道事業者への導入予定調査

検討会（中間報告）

最終取りまとめ
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